
様式第１号（第５条関係） 

 

菊池市物価高騰対策畜産経営支援事業補助金交付申請書兼請求書 

 

 年  月  日 

菊池市長      様 

申請者    

住所（所在地）                 

氏名（名 称）                 

（代表者） 

電話番号                

 

 菊池市物価高騰対策畜産経営支援事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき、次のとおり

補助金の交付を申請するとともに、その支払を請求します。 

 

１ 交付申請額兼請求額             円（現在の総飼養頭数       頭） 

 

２ 補助金の振込先口座 

金融機関名  支店名  

口座種別  口座番号  

ゆうちょ銀行 記号  番号  

フリガナ  

口座名義人  

 

誓約書及び同意書 

菊池市物価高騰対策畜産経営支援事業補助金交付要綱第３条(補助対象者)の規定に

該当することを誓約するとともに、同補助金申請のため、市長が必要な私（当社）の税関

係情報の記録を調査することに同意します。 

 

    年  月  日 

氏  名（名 称） 

（代表者）                   印 

添付書類 

□（1）令和４年分の所得税及び復興特別所得税の申告書第一表又は令和５年度市県民税申告

書の控えの写し（法人にあっては直近年の決算書の写し） 

□（2）令和４年分所得税青色申告決算書（農業所得用）又は令和４年分収支内訳書（農業所

得用）の控えの写し 

□（3）市税の未納がない証明書 

□（4）通帳の写し 

 □（5）その他市長が必要と認める書類 

 

書類の提出方法 紙・電子メール 

 

書類発行責任者  電話番号  

担当者  電話番号  

※書類発行責任者と担当者は、同一人物でも可能です。 

※書面の真正性(請求内容が正しいかどうか)を担保するため電話等で確認を行う場合があります。 



様式第２号（第６条関係） 

菊池市指令第  号 

 年  月  日

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        月 日 

   

          様 

 

菊池市長      

 

菊池市物価高騰対策畜産経営支援事業補助金交付決定兼確定通知書 

 

年 月 日付けで申請のあった菊池市物価高騰対策畜産経営支援事業補助金について

は、菊池市物価高騰対策畜産経営支援事業補助金交付要綱第６条第１項の規定により、下

記のとおり交付決定及び確定したので通知します。 

 

記 

１ 補助金の名称 菊池市物価高騰対策畜産経営支援事業補助金 

２ 交付決定の額  円 

３ 交付確定の額  円 

備   考 

1. 菊池市物価高騰対策畜産経営支援事業補助金交付要綱第７

条第１項のいずれかに該当するときは、この決定の全部又

は一部を取り消すことがある。 

(補助金の取消し及び返還) 

第７条 市長は、補助金の交付を受けた者が、次の各

号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の

交付決定を取り消し、又は変更することができる。 

 (1) 虚偽の申請その他不正の行為により補助金の

交付を受けたとき。 

 (2) その他市長が適当でないと認めたとき。 

 

2. 1.により取り消した場合は、補助金の当該取消部分に関し

て、期限を定めてその返還をさせるものとする。 

 


